
１．はじめに

　わが国では、経済のサービス化・ソフト化の進

展や高度情報化社会への移行とともに、サービス

業を中心とする第３次産業が地域経済の成長を牽

引する部門となっている。そして、バブル経済崩

壊後の長期にわたる構造的不況は、サービス経済

化の進んだ東京圏と地方圏との間で、経済成長や

雇用創出の地域間格差を拡大させており、現在で

は産業構造の変容をふまえた地域経済の再生が大

きな課題となっている。

　図１は、国勢調査による就業者数データを用い

て、全国の産業業種別雇用数の推移を表示したグ

ラフである。この図を用いて、わが国における産

業構造の長期的推移を見ていくと、まず、農林水

産業は１９６５年頃まで製造業と並ぶ最大の産業で

あったが、１９５０年～２０００年の間に就業者数を急速

に減少させ、２０００年には１９５０年の約１８％規模に縮

小した。農林水産業に代わって大きな成長を示し

た産業は、卸売・小売業・飲食店とサービス業で

あり、特にサービス業の就業者数は１９５０年～２０００

年の間に約３３３万人から約１，３９３万人に増加してお

り、５０年間に１，０００万人以上の雇用を生み出した。

　一方、製造業は１９７０年～９０年の２０年間を通じて

１，４００万人前後の就業者数で推移し、雇用数では最

大規模の産業であったものの、１９９０年～２０００年の

間に就業者数が減少に転じ、サービス業と卸売・

小売業・飲食店を下回る就業者数となっている。

　以上の就業者数の推移から、最近のわが国では、

産業の主役が製造業からサービス業や卸売・小売

業・飲食店等の第３次産業にシフトしており、経

済のサービス化・ソフト化が急速に進展してきた
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ことが明瞭である。

　中国地方は、高度経済成長期における瀬戸内海

沿岸での臨海工業地帯建設を通じて、わが国にお

ける重化学工業基地として重要な役割を果たして

きた。しかし、１９７０年代のオイルショック後は、

基礎素材型製造業の長期低迷、円高による製造業

の空洞化、経済のサービス化・ソフト化の立ち遅

れなどから、地域経済が長期の低迷を続けている。

　そして、このような現状に対し、既往の研究や

調査では、中国地方の問題点として、製造業に

偏った産業構造と高次サービス業の集積不足を指

摘し、地域再生の方向性として、産業支援サービ

ス業や都市型サービス業の振興を提言している。

　例えば、櫟本１）２）は、就業者数の成長要因を全

国寄与度、構造差寄与度、成長差寄与度の３要因

に分解して検討する方法を提案するとともに、

１９７５年～９５年の国勢調査産業別就業者数を用いて、

全国１２地域の成長特性を分析した。

　そして、中国地方の低成長の原因として、高成

長産業の構成比（すなわち集積）が相対的に低

かったこと、さらに地域内産業の成長力について

も、農林水産業以外の全ての産業について全国水

準よりも低かったことを指摘し、サービス業を中

心とした産業振興の必要性を論じている。

　また、（社）中国地方総合研究センターは、中国

地域経済白書・２００２年度版３）において、中国地域

における新たなサービス業振興の可能性を分析し

た。

　その中では、サービス業を「知的産業支援サー

ビス」、「その他の産業支援サービス」の産業支援

サービス業２業種と「生活支援サービス業」の合

計３業種に類型し、先の櫟本の研究で提案された

成長要因の分解手法を用いて、中国地方における

サービス業の問題点を集積規模（構成比）から見

た産業構造と成長性の両面から分析している。

　その結果、知的産業支援サービスでは、地域内

での集積不足が地域経済に対する貢献度が低い理

由となっていること、その他の産業支援サービス

業と生活支援サービス業は、地域内での成長性の

低さがサービス業全体の伸びを阻害している要因

であることなどを指摘している。

　また、中国地域における産業支援サービス業振

興の方向性として、製造業の集積を活かしながら

「物財に知識を載せた知識製造業」に展開していく

ことを提案している。

２．研究の構成と分析方法

盧　本研究の特徴
　地域の産業構造や成長格差に関する従来の研究

では、地域経済学において地域成長の要因とされ

る「比較優位」、「規模の経済」、「集積の経済」な

どに着目し、産業業種別の生産額や雇用数をデー

タとして、産業の特化動向、成長特性、生産性等
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図１　国勢調査による産業別全国就業者数の推移



の分析を行ったものが多く見られる４）５）６）。

　しかし、このような分析では、成長の原因とな

る地域経済の循環構造、地域内外の需要構造、或

いは産業相互間の取引関係に踏み込んだ検討を行

うことができない。

　一方、わが国では、経済産業省を中心として、

全国を９地域に区分した詳細な地域産業連関表７）

が５年毎に作成されており、このデータを利用す

れば、地域内の産業間における財・サービスの取

引だけでなく、消費、投資、移出・移入、輸出・

輸入などの需要構造もふまえた成長特性の分析が

可能となる。このような、産業連関表に基づくわ

が国の地域経済構造分析については、いくつかの

先行研究８）�９）があるものの、長期間データによる

分析事例は少ない。

　本研究では、１９７５年～９５年の全国９地域別産業

連関表を用いて、最近の成長産業であるサービス

業を細分化した産業５２部門で構成される地域産業

連関表を作成するとともに、国勢調査と事業所・

企業統計調査から収集した雇用数データを併用し

て、中国地方の経済成長特性を生産額と雇用数の

両面から検討する。

　本研究の特徴は、以下のようにまとめられる。

漓地域経済の成長特性を、地域内における財・

サービス取引や地域間交易などをより総合的に

把握できる地域産業連関表を用いて分析を行う。

滷経済のサービス化が地域経済に及ぼす影響を把

握するために、産業部門が最も詳細に記載され

ている地域産業連関表の基本表を使用し、サー

ビス業を１４部門に細分化した地域産業連関モデ

ルを構築する。

澆地域産業連関表と産業中分類ベースの雇用デー

タを併用することにより、地域経済の成長特性

を、生産額や需要額の成長と雇用創出の両面か

ら把握する。

潺１で述べた櫟本による要因分解法を適用し、生

産額、需要額、雇用数の成長格差を、集積規模

（構成比）と成長性の両面から分析する。

盪　使用データ
　本研究で使用する産業連関表は、経済産業省が

５年毎に公表している全国９地域別の産業連関表

であり、１９７５年～９５年の２０年間、５時点のデータ

を（財）経済産業調査会を通じて入手した。

　なお、経済産業省が作成している全国９地域を

対象とした産業連関表には、９地域別の地域内表

と９地域間表の２種類がある。前者は、最も詳細

な基本表の場合、産業が５００部門以上に細分化され

ており、産業に関して極めて詳細な分析が可能と

なる。しかし、産業部門と地域をクロスした移出

入の詳細は記載されていない。一方、９地域間表

は非競争移入型の産業連関表であり、産業部門

別・地域別の移出入を知ることができるが、産業

分類は４５部門程度と粗く、サービス業を細分化し

た分析は困難である。以上の理由により、本研究

では、全国９地域別の地域内産業連関表を用いて

分析を行うこととした。

　また、本研究の分析最終年次は１９９５年とやや古

いが、これは、本稿の作成時点で２０００年の地域内

産業連関表（基本表）が公表されていなかったこ

とによる。２０００年地域内表は、２００４年末頃から各

地方の経済産業局ホームページで公表されている

が、今後、基本表レベルの詳細な地域内産業連関

表が公表されれば、分析期間を拡大していきたい。

　表１に、地域産業連関用における９地域と４７都

道府県との対応関係を示す。また、表２は、本研
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表１　地域産業関連表における９地域の設定
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表２　分析で使用する産業分類の対応表



究で使用する産業部門の設定と日本標準産業分類

との関係である。

　地域産業連関表については、産業部門分類が最

も詳細な基本表（例えば、１９７５年では５６７部門×

４１９部門）をベースとして、表２に示す５２部門で構

成されるデータを作成した。この産業分類では、

経済のサービス化が地域経済に及ぼす影響を分析

するために、サービス業を日本標準産業分類の中

分類ベースで１４部門に細分化している点に特徴が

ある。

　ただし、分析結果を考察する際には、結果が膨

大となるため、既往の調査・研究１０）�１１）を参考にし

て、製造業を「地方資源型製造業」、「雑貨型製造

業」、「基礎素材型製造業」、「一般加工組立型製造

業」、「高度加工組立型製造業」の５部門、サービ

ス業を「生活支援サービス業」、「知的産業支援

サービス業」、「その他の産業支援サービス業」の

３部門に再集計した産業１９部門を使用することと

する。

　なお、地域産業連関表は各時点の名目値で表記

されており、時系列の分析を行う際には、分析時

点間での貨幣価値の統一が必要となる。本研究で

は、１９７５－８０－８５年、及び１９８５－９０－９５年の接続

産業連関表（全国表）を利用して、各時点の名目

値を１９９５年の実質値に統一した。

　雇用数データとしては、国勢調査による就業者

数と事業所・企業統計調査による従業者数が利用

可能である。このうち、国勢調査の産業中分類別

就業者数は、常住地ベースのサンプル抽出に基づ

いて集計した結果であることから、本研究では従

業地ベースの全数集計である事業所・企業統計調

査データを使用することとした。ただし、事業

所・企業統計調査では個人経営の農林漁家を調査

対象としておらず、これらの業種の雇用総数を反

映していないため、農業、林業、漁業については

国勢調査の産業大分類別就業者数を使用している。

　また、本研究の分析期間に該当する事業所・企

業統計調査の調査年次は１９７５年、７８年、８１年、８６

年、９１年、９６年であり、地域産業連関表の調査年

次とは異なるため、隣接する年次間での内挿法に

よって１９７５年、８０年、８５年、９０年、９５年のデータ

を作成した。

　さらに、上記の方法で求めた雇用者数を国勢調

査就業者数と比較したところ、全国総数では、最

大でも２％程度の乖離であったため、国勢調査就

業者数との間で雇用数の調整を行わずに使用した。

　なお、産業連関表の作成ではアクティビディ

ベースの部門分類が行われており、同一の事業所

内でも、２つ以上の活動が行われる場合は、それ

ぞれが異なった部門に分類される。一方、事業

所・企業統計調査は、主たる活動によって産業分

類を決定する事業所ベースの原則を採用している

ため、２つのデータでは産業分類に不整合が生じ

る可能性がある１２）。しかし、地域レベルでは、整

合性を検証するデータの制約もあるため、この問

題については、今後の検討課題としておく。

蘯　地域産業連関モデル
　本研究では、競争移輸入型の地域産業連関モデ

ルを使用する。まず、�を地域内生産額列ベクト

ル、�を輸入係数 ��を要素とする対角行列、�

�を移入係数��を要素とする対角行列、��を地域

内最終需要列ベクトル（消費及び投資関連の項目）、

�を輸出列ベクトル、��を移出列ベクトルとすれ

ば、地域産業連関表の行バランス式を式（１）のよ

うに表すことができる。

� �

（１）

　これをについて解くと、式（２）の競争移輸入型

地域産業連関モデルが得られる。

�
� （２）

　式（２）の �はレオンチェフ逆

行列であり、最終需要ベクトルを乗ずることに

よって、生産誘発額を求めることができる。

　また、最終需要の合計額に対する生産誘発額の

比率を「生産誘発係数」と呼び、与えた最終需要

額が地域経済全体で何倍の生産額を誘発したかを

表す。さらに、以上の生産誘発効果は、消費、投

資、移出、輸出で構成される最終需要項目別、或

いは産業部門別に計算することも可能である。

　次に、式（２）のモデルを雇用誘発分析に応用す

るために、式（３）で定義する「雇用係数」を地域

別に求める。
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� � （３）

　ただし、���は地域 �の部門 �に対する雇用係数、

���は地域 �の部門 �に対応する地域内雇用数、

���は地域�の部門�の地域内生産額である。雇用

数は、先に述べた国勢調査と事業所・企業統計調

査に基づくデータを用いる。

　地域内の最終需要から直接・間接に誘発される

雇用数ベクトル �は、式（４）の地域産業連関モ

デルを用いて推定することができる。

�
� （４）

　ただし、��は ���を対角要素とする行列であり、

「雇用係数行列」と呼ぶ。

　式（４）の雇用分析用モデルについても、生産誘

発効果と同様に、地域内最終需要（消費及び投資）、

輸出、移出などの最終需要項目別、或いは部門別

の雇用誘発量を求めることができる。また、雇用

誘発量を最終需要の合計額で除した値を「雇用誘

発係数」と呼ぶ。

盻　成長指標の定義
　本研究では、複数の産業部門を考慮して地域経

済の成長特性を考察するが、その際には、個々の

部門の増加率を使用する成長指標とするよりも、

増加率を対象地域における当該部門の構成比で補

正した「増加率寄与度」を用いる方が便利である。　

　ここで、増加率寄与度とは、地域全体の増加率

を各産業部門に分解した指標である。いま、年次

�、地域 �における産業部門 �の生産額を ���
�、地

域内総生産額を ���、地域内総生産額増加率を�

������１、部門 �の生産額変動を ����、部門数を �

とおけば、年次 �～ ���の生産額増加率 ������１�は、

式（５）に示すように、産業部門�の増加率と部門

�の構成比の積の和として表すことができる。

　式（５）の����������
������

����
��を、地域 �にお

ける産業部門 �の「増加率寄与度」と呼ぶ。
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　さらに、１で述べた櫟本の研究に従って、全国

の産業部門 �について年次 �～ ���の増加率寄与

度を ��、増加率を ��、構成比を ��、地域 �の産

業部門 �について年次 �～ ���の増加率寄与度を

���、増加率を ���、構成比を ���とおき、産業部門

�の成長に関する地域 �の優位性を ���（「地域寄

与度」と呼ぶ）とすれば、地域寄与度は、地域 �

における産業部門�の増加率寄与度���と全国寄与

度 ��の差と定義でき、式（６）に示す２つの成分

の和として表すことができる。

�
� （６）

　これより、は以下のように再定義される。

�
� （７）

　式（７）の第１項 ����は、全国の産業部門 �に

関する増加寄与率であり、「全国寄与度」と呼ぶ。

　次の第２項 ����������は、産業部門 �の全国増

加率に地域 �と全国の構成比の差を乗じたもので

あり、地域 �における産業部門 �の構成比（すな

わち集積）に起因する増加率寄与度の変動分を表

す。これを「構造差寄与度」と呼ぶ。

　第３項������������は、産業部門 �の地域 �にお

ける増加率と全国の増加率の差に構成比を乗じて

おり、地域 �における産業部門 �の成長に起因す

る増加率寄与度の変動分を表している。これを

「成長差寄与度」と呼ぶ。

　これらの指標を用いると、生産額、雇用数、或

いは地域産業連関モデルによる生産誘発額や雇用

誘発量の成長動向を全国的な成長の影響（すなわ

ち「全国寄与度」）と地域固有の影響（すなわち

「構造差寄与度」と「成長差寄与度」）に要因分解

して考察することができる。
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３．分析結果と考察

盧　生産額と雇用数の成長動向

�）地域別の生産額と雇用数
　図２は、地域産業連関表データを用いて、日本

全体と９地域別の生産額（１９９５年実質値）の推移

を示したグラフである。また、表３には、９地域

の生産額シェアの推移を示す。

　日本全体の生産活動は、１９７５年の４８９．８兆円か

ら１９９５年の９２８．３兆円に約１．９倍の拡大を示してお

り、特に１９８５年～９０年のバブル経済期の生産額増

加が顕著である。地域別に見ると、関東地方の増

加が大きい。

　表３の生産額シェアは、関東地方が１９７５年の

３８．２％から１９９５年の４２．２％に４ポイントの増加を

示しており、生産活動の関東集中が顕著である。

中国地方の生産額シェアは、１９７５年の７．４％から

１９９５年の６．２％に１．１９ポイントの低下を示してお

り、９地域の中では最も大きいシェア低下となっ

ている。

　図３と表４は、全国と９地域別の雇用数とシェ

アの推移である。生産額に比べると、雇用数の関

東地方集中はやや緩やかであるが、それでも１９７５

年～９５年の２０年間に２．８８ポイントの増加を示して

いる。中国地方は１９７５年の６．９８％から１９９５年の

６．１６％に０．８２ポイントの減少を示しており、東北

と九州に次ぐシェア低下となっている。

�）中国地方と関東地方の成長格差
　以上で見たように、わが国では経済のサービス

化が進む中で、関東地方の成長と地方圏の経済低

迷という二極分化の傾向が顕著になりつつある。

　本研究では、中国地方の経済成長動向と地域経

済の課題を分析するが、以下では、成長地域であ

る関東地方との比較を通じて中国地方経済の特徴

を明らかにしていく。

　図４と図５は、表２で述べた産業１９部門別に、

式（５）に基づいて１９７５年～９５年の生産額増加率に

対する寄与度と雇用数成長率に対する寄与度を求

め、散布図に表示した結果である。

　図中では、第１象限の右上方に位置する部門ほ
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図２　全国及び９地域別の総生産額の推移（１９９５年実質値）

表３　地域産業関連表による総生産額の地域シェアの推移



ど、地域経済の成長に対する寄与度が大きい。

　図４と図５を比較すると、中国地方と関東地方

の２地域ともに、知的産業支援サービス業が生産

額と雇用数の両面で地域経済の成長に大きく貢献

している。

　また、図５の関東地方では、高度加工組立型製

造業、一般加工組立型製造業、卸売業、不動産業

等の幅広い業種が生産額の成長に貢献しており、

多様な成長産業を有することが特徴である。

　一方、図４の中国地方では、一般加工組立型製

造業が知的産業支援サービス業と同程度に生産額

の増加に貢献しているが、関東地方に比べて第３

次産業の増加率寄与度が低く、成長産業の多様性

に劣る傾向が見られる。

　表５は、１９７５年と９５年の２時点間について、中

国地方と関東地方の産業１９部門別生産額データを

用いて、各部門の増加率寄与度を、式（７）で述べ

た全国寄与度、構造差寄与度、成長差寄与度の３

成分値に分解した結果である。また、２つの地域

の構造差寄与度と成長差寄与度を図６と図７のグ

ラフに示した。

　これらの図を比較すると、中国地方では、基礎

素材型製造業の構造差寄与度と高度加工組立型製

造業の成長差寄与度が正の値となっているが、第

３次産業のほとんどは構造差寄与度、成長差寄与

度ともに負の値となっている。関東地方では、製

造業の高度加工組立型において構造差寄与度が大

きな正の値になっているのに加えて、卸売業、金

融・保険業、知的産業支援サービス業などの第３

次産業において構造差寄与度と成長差寄与度の両

指標が正の値であり、第３次産業の成長性に関し

て、中国地方との間で大きな格差が見られる。

　また、表５の最下欄に示した全部門合計につい

て見ると、中国地方は構造差寄与度－１０．７％、成

長差寄与度－１９．７％に対して、関東地方はそれぞ

れ８．８％、１１．１％となっており、集積構造と成長

性の両面で、両地域の生産額には大きな成長格差

が存在している。

　表６と図８～図９は、産業１９部門別の雇用数を

用いて同様の計算を行った結果である。中国地方
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図３　全国及び９地域別の総雇用数の推移

表４　総雇用数の地域シェアの推移
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図５　生産額及び雇用数成長率に対する産業部門の寄与度（関東地方）

図４　生産額及び雇用数成長率に対する産業部門の寄与度（中国地方）



は、生産額において構造差寄与度が正の値となっ

ていた基礎素材型製造業についても、寄与度がマ

イナスとなっており、雇用面での成長性は低い。

　関東地方は、第３次産業の各部門において２つ

の寄与度が正の値になっており、製造業と第３次

産業の幅広い部門について成長性が高く、特に第

３次産業の知的産業支援サービスを中心に、中国

地方との間で成長格差が見られる。

　さらに、表６の全部門合計より、中国地方は構

造差寄与度－５．１％、成長差寄与度－５．１％に対し

て、関東地方は４．２％及び５．４％であり、生産額と

同様に、両地域間には雇用成長面でも大きな格差

がある。
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表５　中国地方及び関東地方の生産額増加率に対する寄与度の要因分解：１９７５年～９５年

図６　中国地方と関東地方の生産額増加率に対する構造差寄与度：１９７５年～９５年



盪　地域産業連関表による分析結果

�）最終需要の推移
　地域産業連関モデルの説明で述べたように、各

地域における生産額と雇用の誘発量は、それぞれ

「生産誘発係数」と「最終需要」の積、「雇用誘発

係数」と「最終需要」の積として表されるため、

地域経済の成長動向は、「最終需要」、「生産誘発係

数」、「雇用誘発係数」の３要因の比較を通じて検

討することができる。ここでは、まず９地域別の

産業連関表から得られる最終需要額の構成につい

て、経年的変動を検討する。

　図１０は、１９７５年～９５年の地域産業連関表より求
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図７　中国地方と関東地方の生産額増加率に対する成長差寄与度：１９７５年～９５年

表６　中国地方及び関東地方の雇用数増加率に対する寄与度の要因分解：１９７５年～９５年



めた９地域別の最終需要総額の推移であり、表７

は、最終需要額を地域内の消費と投資、国内他地

域への移出、海外への輸出の４項目に再集計し、

１９７５年と９５年の２時点間について、最終需要額の

増加率と各最終需要項目の増加率寄与度を求めた

結果である。また、図１１と図１２には、消費、投資、

移出、輸出の最終需要項目別に、全国９地域の構

造差寄与度と成長差寄与度を計算した結果を示す。

　図１０より、国内９地域の中では、関東地方の最

終需要総額の伸びが大きく、特にバブル経済期の

１９８５年～９０年に大きな増加が見られる。また、表

７に示したように、１９７５年～９５年の２０年間におけ

る関東地方の最終需要増加率は１３３．３％に達してお

り、第２位の中部地方を１４．５ポイント上回る。

　近畿以西の西日本は、北海道を除く東日本の各

地域に比べて最終需要総額の伸びが小さく、東日

―� ―��

図８　中国地方と関東地方の雇用数増加率に対する構造差寄与度：１９７５年～９５年

図９　中国地方と関東地方の雇用数増加率に対する成長差寄与度：１９７５年～９５年



本と西日本の地域間で、最終需要の増加率に成長

格差が見られる。

　図１１と図１２を比較すると、関東地方は構造差寄

与度に比べて成長差寄与度の成分値が大きく、他

地域に比べると、消費、投資、移出を中心に最終

需要の成長性が高い。一方、中部、近畿、中国四

国の４地域は、図１１において移出の構造差寄与度

が大きく、移出需要主導の地域経済構造が形成さ
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図１０　地域別の最終需要額の推移と増減率（１９９５年実質値）

表７　９地域別・最終需要項目別の最終需要額増加率と増加率寄与度の要因分解

図１１　最終需要増加率寄与度の要因分解
構造寄与度：１９７５年～９５年



れている。

　表８と図１３～図１４は、中国地方と関東地方につ

いて、産業１９部門別に、最終需要増加率に対する

寄与度を求めた結果である。図１３の構造差寄与度

は、中国地方の基礎素材型製造業において、比較

的大きな正の値になっているが、第３次産業のほ

とんどの部門は２つの寄与度ともにマイナスの値

となっており、特に第３次産業に対する需要の成

長性が低い。逆に、関東地方では、不動産業の成

長差寄与度が大きな正の値を示しているのに加え

て、知的産業支援サービス業やその他の産業支援

サービス業において構造差寄与度と成長差寄与度

の各成分値がプラスになっており、需要構造面で

も成長性が高い。

　表８の全部門合計値を見ると、中国地方の構造

差寄与度－７．５％、成長差寄与度－２１．４％に対し

て、関東地方の寄与度はそれぞれ７．６％、１１．８％

の正の値となっており、中国地方と関東地方の間

では、地域内産業に対する需要増加に関しても大

きな成長格差が存在している。
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図１２　最終需要増加率寄与度の要因分解
成長差寄与度：１９７５～９５年

表８　中国地方と関東地方の最終需要額増加率に対する寄与度の要因分解：１９７５年～９５年



　表９と図１５～１６は、最終需要の内容を詳しく見

るために、地域内需要（すなわち、消費と投資の

合計）について、要因分解を行った結果である。

　図１５と図１６を比較すると、構造差寄与度に関し

ては、両地域の差異が小さい。しかし、成長差寄

与度は、関東地方において、ほとんどの産業部門

が正の値を示しているのに対して、中国地方は負

の値となっている。この結果より、地域内需要の

成長格差は、地域内の産業構造よりも、地域内需

要の成長性に起因する面が大きいと言える。

　表１０と図１７～１８は、他の最終需要項目である地

域外需要（すなわち、移出と輸出の合計）につい

て、寄与度の要因分解を行った結果である。

　先の地域内需要とは異なり、構造差寄与度、成

長差寄与度ともに成分値が大きい。中国地方と関

東地方の寄与度を比較すると、基礎素材型製造業、
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図１３　中国地方と関東地方の最終需要増加率に対する構造差寄与度：１９７５年～９５年

図１４　中国地方と関東地方の最終需要増加率に対する成長差寄与度：１９７５年～９５年



高度加工組立型製造業、運輸・通信業、卸売業な

どの部門で、２つの地域の寄与度が正負逆の関係

になっている。

　特に、関東地方では、高度加工組立型製造業と

卸売業の構造差寄与度が大きな正の値になってお

り、これらの部門が移輸出型産業として集積を高

めている様子がうかがえる。また、関東地方の生

活支援サービス業と知的産業支援サービス業は、

構造差寄与度、成長差寄与度ともに正の成分値と

なっており、地域外需要に関しても、中国地方と

の間で成長格差が見られる。

　表１１は、地域外への需要の漏出状況を見るため

に、１９９５年について、各部門における地域内需要

（消費・投資）と地域外需要の構成比、並びに移入
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表９　中国地方と関東地方の地域内需要（消費・投資）増加率に対する寄与度の要因分解：１９７５年～９５年

図１５　中国地方と関東地方の地域内需要増加率に対する構造差寄与度：１９７５年～９５年



率（各部門の生産額に対する移入額の割合）を求

めた結果である。

　この表より、関東地方では、金融・保険業、生

活支援サービス業、知的産業支援サービス業、そ

の他の産業支援サービス業の４部門における地域

外需要（移出・輸出）の構成比が、それぞれ

３５．５％、１４．１％、１６．７％、２８．９％となっており、

金融・保険業やサービス業において、他地域から

の需要が大きいことが特徴である。また、上記の

４部門のうち、生活支援サービス業を除くと、移

入率は０．５％～１．３％の非常に小さい値となってお

り、他地域への依存度、すなわち需要の漏出が少

ない。

　このことは、関東地方が、日本の中枢管理機能
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図１６　中国地方と関東地方の地域内需要増加率に対する成長差寄与度：１９７５年～９５年

表１０　中国地方と関東地方の地域外需要（移出・輸出）増加率に対する寄与度の要因分解：１９７５年～９５年



の中心として、業務・サービス面で国内の他地域

を支援する役割を果たしていることを表している。

逆に言えば、業務・サービス業における関東地方

への依存が、需要の関東集中を引き起こす大きな

要因になっていると考えられる。

　一方、中国地方では、基礎素材型製造業におい

て、地域外需要の割合が９３．６％を占めており、こ

の産業に特化した地域経済の特徴が表れている。

また、金融・保険業、生活支援サービス業、知的

支援サービス業、その他の産業支援サービス業の

４部門の状況を見ると、地域内需要が８５．５％～

９７．１％の高い割合を占めており、関東地方に比べ

て、移入率も高い割合となっている。すなわち、

中国地方の業務・サービス業は、自地域内への

サービス供給が中心であり、関東地方のように他

地域を支援する機能は小さいと言える。
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図１７　中国地方と関東地方の地域外需要増加率に対する構造差寄与度：１９７５年～９５年

図１８　中国地方と関東地方の地域外需要増加率に対する成長差寄与度：１９７５年～９５年
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表１１　中国地方と関東地方の部門別最終需要構造：１９９５年

表１２　中国地方と関東地方の部門別生産誘発係数



�）生産誘発係数の推移
　表１２の生産誘発係数は、各部門に対する１単位

の最終需要（例えば百万円）が、地域内に何倍の

生産額を誘発するかを表しており、係数値が大き

いほど、当該地域の生産活動に対する浮揚効果が

大きいことを意味する。

　中国地方では、建設業、地方資源型製造業、基

礎素材型製造業、一般加工組立型製造業、知的産

業支援サービスの５部門において、３時点の係数

値が各時点の１９部門平均値を上回っている。特に

基礎素材型製造業の値が大きく、重化学工業に特

化した地域経済の特徴を表している。

　図１９は、中国地方と関東地方の間で、表１２に示

した１９７５年、８５年、９５年の生産誘発係数の差を求

め、グラフ表示した結果である。

　中国地方は、基礎素材型製造業の生産誘発係数

が関東地方を大きく上回っており、農林漁業、地

方資源型製造業、一般加工組立型製造業、電気・

ガス・水道・熱供給業でも関東地方の係数値を僅

かに上回る。しかし、第３次産業のほとんどの部

門では、係数値が関東地方を下回っており、第３

次産業の活力に劣る偏った地域経済構造となって

いる。また、全部門合計に示されるように、関東

地方との生産誘発面の格差は、経年的に拡大傾向

にある。

�）雇用誘発係数の推移
　雇用誘発係数は、各部門に対する１単位の最終

需要追加が地域内に誘発する雇用数（本研究では

人 �百万円）を表し、係数値が大きい部門ほど、

当該地域内での雇用創出効果が大きいことを表す。

　表１３は、１９７５年～９５年のうち、１９７５年、８５年、

９５年の３時点について中国地方と関東地方の雇用

誘発係数をまとめた結果であり、図２０では、図１９

の生産誘発係数と同様に、中国地方と関東地方の

雇用誘発係数値の差をグラフ表示した。図２０より、

中国地方の雇用誘発係数値は、農林漁業、地方資

源型製造業、及び基礎素材型製造業において関東

地方を大きく上回っており、鉱業、雑貨型製造業、

小売業、公務・その他などでも、関東地方を僅か

に上回る傾向にある。

　しかし、高度加工組立型製造業と第３次産業の

多くの部門では、関東地方の係数値が中国地方を

上回っており、最近の成長産業については、関東

地方の雇用創出力が優位にある。

　全部門合計の推移を見ると、図１９の生産誘発係

数に見られたような中国地方と関東地方の差の経

年的拡大は見られず、雇用創出面での成長格差は、

生産誘発に比べると顕著ではない。

�）生産誘発と雇用誘発による地域特性の比較
　図２１は、１９９５年の分析結果に基づいて、横軸に
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図１９　中国地方と関東地方の部門別生産誘発係数の差



中国地方と関東地方の生産誘発係数の差、縦軸に

雇用誘発係数の差をとり、各部門を散布図にプ

ロットした結果である。第１象限は、生産誘発と

雇用誘発の両面で中国地方が優位にある産業部門、

第３象限は関東地方が優位にある部門を表す。

　この結果より、中国地方は、旧来型の産業であ
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表１３　中国地方と関東地方の部門別雇用誘発係数

図２０　中国地方と関東地方の雇用誘発係数（人／百万円）の差



る基礎素材型製造業、地方資源型製造業、農林漁

業において、係数値が関東地方を大きく上回って

いる。しかし、高度加工組立型製造業、知的産業

支援サービス業、不動産業、卸売業、金融・保険

業などの成長性と中枢性の高い部門では、生産と

雇用創出の両面で関東地方を大きく下回る。

　以上のように、中国地方では、関東地方に比較

して、付加価値の高い製造業や業務・サービス部

門の集積が立ち遅れており、経済波及効果面でも

成長性の低い産業構造が形成されていることが読

み取れる。

４．まとめ

　本研究では、１９７５年～９５年の５年毎、５時点の

地域産業連関表と国勢調査及び事業所・企業統計

調査から収集した雇用数データを用いて、中国地

方の産業成長特性を生産と雇用の両面から分析し

た。まず、主な知見を以下に要約する。

１）中国地方、関東地方ともに、知的産業支援

サービス業が生産額と雇用数の成長に最も大き

く貢献している。しかし、中国地方では、集積

規模と成長性の両面において、地域成長への寄

与度が低い産業部門が多く、関東地方に比べる

と、成長産業の多様性に劣る地域経済構造を形

成している。

２）中国地方の最終需要は、移出割合が大きい移

出需要主導型であり、地域内需要（消費及び投

資）が大きい関東地方とは需要構造が異なって

いる。また、消費、投資、移出、輸出の全ての

最終需要項目について成長差寄与度がマイナス

であり、需要構造面でも成長性が低く、活力に

乏しい。

３）中国地方の生産誘発係数と雇用誘発係数を関

東地方と比較すると、農林水産業、地方資源型

製造業、基礎素材型製造業といった旧来型産業

では、中国地方が優位にある。しかし、高度加

工組立型製造業、知的産業支援サービス業、不

動産業、卸売業など、付加価値の高い製造業や

業務・サービス業を中心とした最近の成長産業

については、関東地方に大きく劣っている。

　以上の知見から明らかなように、中国地方にお

ける生産や雇用の成長性の低さには、地域内需要

のウエイトが小さく、移出に依存した成長性の低

い需要構造や、生産と雇用の誘発力に乏しい産業

構造が影響している。

　今後、地域経済の成長性を高めていくためには、

サービス部門を中心とした成長産業の集積を進め

ていくとともに、地域内の経済循環を高め、地域

内需要主導型の経済構造への転換を図っていくこ

とも必要と思われる。

　最後に、今後の検討課題として、紙幅の制約の
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図２１　中国地方と関東地方の生産誘発係数及び雇用誘発係数の差：１９９５年



ため本稿では触れることができなかったが、地域

経済の成長を主導している知的産業支援サービス

業について、「情報・サービス・調査・広告業」、

「その他の事業サービス業」、「医療業」、「教育」、

「学術研究機関」などの細分類に立ち戻って、詳細

な検討を行えば、より有益な知見が得られると思

われる。

　また、産業連関モデルに要因分解１３）を適用すれ

ば、地域経済の成長要因を投入構造要因と最終需

要要因に分解して検討することができ、より詳細

な考察が可能となる。今後、分析を展開していき

たい。
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